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そく 3月 15日に「日米経済の協力態勢に関する意見」，5月 21日に「機械工業を中心とする別需
受入態勢中間報告」を発表した［経済団体連合会防衛生産委員会 1964：290］。 
 　1951年 10月 1日に特需自動車工業会が発足し（59年 4月解散），52年 3月 8日に連連合国軍最
高司令官総司令部（GHQ/SCAP）は兵器製造の許可を指令した［以下，経済団体連合会防衛生産
委員会 1964：291 ― 296による］。4月 9日には武器，航空機等の生産制限に関する 4省共同省令改
正（武器生産の例外許可）が行われ，サンフランシスコ講和条約発効後の 7月 1日に兵器生産協力
会（53年 10月 3日に日本兵器工業会と改称）が発足する。7月 16日には航空機製造法，翌 53年






























高に占める大阪府の割合は 1951～ 54年で毎年 1割台であり，1955年実績では 4.7％であった。ま
た表 2に示されているように狭義特需のうち兵器関係の割合は約 1～ 3割であった。 
 　一方，1952年 5月から 53年 6月期間の特需兵器受注状況をみると表 3の通りであった。受注高
の企業別ランキングをみると，小松製作所 2415万ドル，神戸製鋼所 1762万ドル，大阪金属工業
1114万ドルと関西企業の存在感がきわめて大きく，表 1から受ける印象とは異なる。特需兵器の


























































































［出所］大阪府中小企業特需協議会・大阪府商工部商工第一課 昭和 30年 12月：34―35。
表 3　特需兵器受注状況（1952年 5月～ 53年 6月）
品　目 数　量 金額（千ドル） 受注者
4.2インチ迫撃砲運搬車 600台 53 愛知富士






















































































































75ミリ無反動砲弾 198,000発 2,900 住友金属工業
60ミリ迫撃砲弾




















































































































編 1971：79 ― 81による］。旧陸軍造兵廠の払い下げが実現しないまま，52年春に入札に参加した小
松製作所は 6月の第 1次・第 2次分だけで在日調達本部（Japan Procurement Agency：JPA4））から











Headquarters Japan Logistical Command：JLC）と改称し，同時にその権限が大幅に強化された。1951年 11月，
JLCの改組によって JPAが新設され，JLCの付属機関として日本における円・ドル両建て調達の統括処理機関となっ
た（ダイキン工業株式会社社史編集室編 1974：211）。 
5）合計 75万 7500発の迫撃砲弾の納期は「契約日より 240日を始期とし 390日を最終期として 6次に亘り納入する」
というものであった（株式会社小松製作所 昭和 28年 2月 22日：18）。 
6）1952年 6月 25日には朝鮮事変勃発二周年・枚方工廠再開反対市民大会が開催された。その前夜祭として 24日
夜に徹夜のキャンプファイアーを行い，その間に別動隊が枚方製造所に時限爆弾を仕掛けるという計画があった。





この枚方事件と同日に吹田事件が起こった（枚方市史編纂委員会編 1984：173 ― 244参照）。 
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20％を契約時に支払い，残額は 9年賦であった7）。53年 3月の増資によって約 5億円の手取金を見
込んだ小松製作所は，そのうち 3億円を新規事業計画の設備資金に充てる予定であり，大阪工場に
は払い下げ代金の一部として 8000万円，建屋補修，機械装置修理購入，排水土木工事用資金とし
て 1億 3000万円を見込んだ［株式会社小松製作所 昭和 28年 2月 22日：25］。 
 　旧枚方製造所を改称した大阪工場は 1952年 10月 13日に発足し，砲弾作業の中心は中宮地区で
あった。鋼材から弾体を搾出し，一部の大口径のものを除いて大部分を外注機械加工に出し，それ
らを大阪工場で組み立て，さらに信管組み込みや火工作業などを外注して完成納入した［以下，小






















 　しかし一部の下請企業にとって砲弾加工は困難な作業であった。帝国精工は 1952年 10月に信管











んなべらぼうは話が」と反論した（『第十六回国会衆議院大蔵委員会議録第十七号』昭和 28年 7月 8日：2，4頁）。 
沢井　実 47
の従業員 150人に加えて 180人を新規に採用したものの，53年 3月にその大部分の生産を返上し















1985：22 ― 23による］。 
 　1953年 2月時点の小松製作所の資金繰りも苦しかった［以下，大阪府立商工経済研究所 1953：




の前渡金は，火薬 2社，機械加工 1社，信管加工 1社に限定されていた。 
 　しかし 1953年 7月の朝鮮戦争休戦協定の締結以後も新特需のうちの兵器特需（砲弾が中心）発
注は増加を続け，米軍を経て保安隊（52年 10月に警察予備隊を改組して設置）・自衛隊（54年 7
月設置）を中心に備蓄された［以下，小松製作所編 1971：82 ― 84による］。52～ 55年における小
松製作所の砲弾受注額は 4478万ドル（約 160億円）に上り，日本全体の砲弾受注額の約 4割を占
めた。同期間における砲弾を含む全兵器特需は 1億 6132万ドルであり，兵器特需生産に占める小
松製作所の比重は大きかった。 
 　砲弾特需は生産では 1954年上期，売り上げでは 55年上期を頂点に 56年上期まで続いた。55年


























後入社の技術者を集めて検討を重ねた結果，81ミリ迫撃砲弾 62万 5400発を 1発当たり 10ドルで





















 　設備投資資金の制約を勘案して大阪金属工業は当初の 62万余発の全量納入を辞退して 30万発を
申し出た結果，残りの 32万余発は小松製作所が引き受けることになった［以下，山田 1963：268 ―
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 　1953年 2月時点で大阪金属工業ではすべての弾体加工を自工場で行い，同部品のほとんどを 10
下請工場に発注していた8）。大阪金属工業は 53年 2月 15日に最初のロット 30発を完成させ，同年
12月に追加注文 2万発を含む 32万発を完納した［以下，山田 1963：278，ダイキン工業株式会社
社史編集室編 1974：218 ― 219による］。この第 1回 81ミリ迫撃砲弾の性能が良好であったため，そ
の後大阪金属工業は 81ミリ迫撃砲弾 72万発（1発当たり 8ドル 80セント），81ミリ演習用迫撃砲
弾 4万 7000発，81ミリ重榴弾 1万 8000発，さらに 57ミリ無反動砲弾 11万 930発，2.36インチ
ロケット砲弾 12万 5000発，また住友金属工業の下請け加工として 75ミリ無反動砲弾 19万 8000
発も受注した。 
 　大量の追加発注を得たため，淀川製作所に薬莢専門工場が増設され，53年 12月には 2倍増資が
実施された結果，資本金は 2億 7000万円となった。弾丸，薬莢，信管を 1社で総合生産できる設
備と技術を有した特需企業は大阪金属工業のみであった。1953年 10月時点で大阪金属工業は砲弾
製造設備資金として 1億 7721万円を予定しており，その内訳は自己資金 111万円，増資 6610万千
円，日本開発銀行借入金 8000万円，住友銀行借入金 3000万円であった［大阪金属工業株式会社 
昭和 28年 10月 20日：19］。住友銀行を除く市中借り入れが難しいなかで開銀融資が大きな意義を
もったのである。 
 　表 4に示されているように大阪金属工業では 1953年度には砲弾生産生産額は総生産額の 57.3％
に達した。54年 4～ 7月期においても 58.7％の割合を維持したものの9），54年 6月の発注を最後に
米軍特需はなくなった。工場での生産は 56年 3月まで継続し，52年 6月以来の特需受注総額は約







 　1952年 6月 23日に大阪機工は日本駐留米軍から 4.2インチ迫撃砲 528門および予備品を受注す
るが，これは完成兵器受注第 1号として注目された［以下，大阪機工五十年史編纂委員会編 1966：













び兵器産業懇話会の 3団体があった［以下，大阪商工会議所編 1954：321 ― 322，経済団体連合会防























648,562 1,137,030 1,060,511 2,846,103
生産総額 249,390 342,421 996,568 1,378,427 1,035,178 4,001,984
［出所］大阪金属工業株式会社 昭和 28年 10月 20日：21，23，および同 昭和 29年 10月 20日：16―19。
（注）（1）各種砲弾（火薬を含まない）は，弾体組立品，信管，爆菅その他を指す。
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属工業が 6月 29日に参加を決定したため，翌月に設立を見た。 
 3．特需生産の縮小と防衛生産の始まり 
 （1）特需生産の縮小とその対応策 
 　表 5にあるように 1954米会計年度（53年 7月～ 54年 6月）に 181億円を記録した米軍からの
砲弾発注は 55米会計年度に 10億円，56年米会計年度に 7億円に激減した。こうしたなかで神戸
製鋼所受注の 105ミリ榴弾と，小松製作所受注の 4.2インチ迫撃砲弾の製作納入がそれぞれ 100万
発に達したのを記念して，55年 11月 1日に日本工業倶楽部においてパーティが開催された10）。挨
拶に立った河合良成小松製作所社長は以下のように述べた［経済団体連合会防衛生産委員会編































































































































































































クリップリング 山川プレス 95,000 1,745 96,745
火薬・爆薬 532,626 154,140 686,766
火工品 191,411 80,698 272,109

































































































反対の立場を維持した［大阪府中小企業特需協議会・大阪府商工部商工第一課 昭和 30年 12月：











 　しかしこの案も結局提出されることはなく，議会は 1956年 6月 3日に閉会となった［以下，経


































れるのが 1954年 7月であった。しかし国防会議の設置は遅れ，発足は 56年 7月であった。国防会




うに 57年 12月～ 59年 3月まで特定業者に対して施設を最低限維持するに必要な経費として総額






れていた。新大同製鋼（1953年 3月に大同製鋼に商号復帰）が 52年 12月に東海財務局からの払い下げに成功し，




は大阪金属工業から防衛庁向けの砲弾弾体素材鍛造品を少量ながら継続受注した（以上，大同製鋼編 1967：215 ― 
表 8　防衛産業施設（砲弾弾体）維持補助金交付状況
（千円）



























総額 4827万円の補助金が交付された。しかしこの補助金は 59年度で打ち切られた。 
 　補助金が打ち切られ，自衛隊からの発注が期待したほど伸びないなかで，表 9にあるように砲弾
用普通信管メーカーの撤退が相次いだ。1961年度の弾薬生産能力は月換算 1300トン程度，特需生




かで砲弾生産額は 1億 5243万円と全体の 2.0％であった。61年下期の各種砲弾生産能力は月 7万



































 　1957年 7月に大阪金属工業は 75ミリ榴弾 1万発の口頭内示を防衛庁から受け，58年 2月に 1万
発を 9700万円で正式に契約締結し，淀川製作所で生産を開始した［ダイキン工業株式会社社史編














 　しかしその後も表 9にあるように小松製作所は防衛生産の一翼を担った。また 1955年末には自
走無反動砲車の試作を完了させ，川崎工場で生産を開始した［以下，小松製作所編 1971：87，
98］。1960年下期・61年上期の生産実績をみると，「各種プラント工事，電子工業材料，電子工業
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 特需生産から防衛生産へ 
 ―大阪府の場合― 
 沢　井　　　実 
 要　　旨 
 　ドッジ不況によって経営不振に陥った機械金属関連企業の一部が特需砲弾生産を開始した。しかし
経営困難に直面した企業のすべてが特需生産を担うことができた訳ではなく，戦時中に砲弾生産を
行った企業や旧陸軍造兵廠設備の払下げを受けた企業が砲弾生産を担うことになった。しかし「平和
国家」を掲げる戦後日本において兵器生産を担うことは大きな社会的軋轢を生んだ。地域住民や社内
の反対，場合によっては金融機関の反対を抑えながら，労働組合の同意を取り付けつつ，特需生産を
遂行するためには，経営者の強いリーダーシップだけでなく，日本開発銀行，商社，一部金融機関，
素材メーカーなどからの支援が必要であった。 
 　特需が終焉し，それに代替することが期待された防衛庁需要が小規模なものにとどまったとき，特
需企業の選択肢としては，砲弾輸出と防衛庁発注の拡大しかなかった。しかしそのいずれの途も実現
しなかったため，多くの特需企業は兵器生産から撤退し，残留した企業においても社内生産に占める
兵器生産の割合は小さなものとなった。防衛生産の一翼を担う生産系列に位置づけられた企業には設
備維持のための補助金が交付されたが，その意義は経営全体のなかでは大きくはなかった。 
